
第６ 法人の参考情報

１．独立行政法人通則法（平成十一年七月十六日法律第百三号）

第一章 総則

第一節 通則（第一条―第十一条）

第二節 独立行政法人評価委員会（第十二条）

第三節 設立（第十三条―第十七条）

第二章 役員及び職員（第十八条―第二十六条）

第三章 業務運営

第一節 業務（第二十七条・第二十八条）

第二節 中期目標等（第二十九条―第三十五条）

第四章 財務及び会計（第三十六条―第五十条）

第五章 人事管理

第一節 特定独立行政法人（第五十一条―第六十条）

第二節 特定独立行政法人以外の独立行政法人（第六十一条―第六十三条）

第六章 雑則（第六十四条―第六十八条）

第七章 罰則（第六十九条―第七十二条）

附則

第一章 総則

第一節 通則

（目的等）

第一条 この法律は、独立行政法人の運営の基本その他の制度の基本となる共通の事項を定め、

各独立行政法人の名称、目的、業務の範囲等に関する事項を定める法律（以下「個別法」とい

う ）と相まって、独立行政法人制度の確立並びに独立行政法人が公共上の見地から行う事務。

及び事業の確実な実施を図り、もって国民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資すること

を目的とする。

２ 各独立行政法人の組織、運営及び管理については、個別法に定めるもののほか、この法律の

定めるところによる。

（定義）

第二条 この法律において「独立行政法人」とは、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見

地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接に実

施する必要のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれが

あるもの又は一の主体に独占して行わせることが必要であるものを効率的かつ効果的に行わせ

ることを目的として、この法律及び個別法の定めるところにより設立される法人をいう。

２ この法律において「特定独立行政法人」とは、独立行政法人のうち、その業務の停滞が国民

生活又は社会経済の安定に直接かつ著しい支障を及ぼすと認められるものその他当該独立行政

法人の目的、業務の性質等を総合的に勘案して、その役員及び職員に国家公務員の身分を与え

ることが必要と認められるものとして個別法で定めるものをいう。

（業務の公共性、透明性及び自主性）

第三条 独立行政法人は、その行う事務及び事業が国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見

地から確実に実施されることが必要なものであることにかんがみ、適正かつ効率的にその業務

を運営するよう努めなければならない。

、 、２ 独立行政法人は この法律の定めるところによりその業務の内容を公表すること等を通じて

その組織及び運営の状況を国民に明らかにするよう努めなければならない。

３ この法律及び個別法の運用に当たっては、独立行政法人の業務運営における自主性は、十分
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配慮されなければならない。

（名称）

第四条 各独立行政法人の名称は、個別法で定める。

（目的）

第五条 各独立行政法人の目的は、第二条第一項の目的の範囲内で、個別法で定める。

（法人格）

第六条 独立行政法人は、法人とする。

（事務所）

第七条 各独立行政法人は、主たる事務所を個別法で定める地に置く。

２ 独立行政法人は、必要な地に従たる事務所を置くことができる。

（財産的基礎）

第八条 独立行政法人は、その業務を確実に実施するために必要な資本金その他の財産的基礎を

有しなければならない。

２ 政府は、その業務を確実に実施させるために必要があると認めるときは、個別法で定めると

ころにより、各独立行政法人に出資することができる。

（登記）

第九条 独立行政法人は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。

２ 前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、これをもって第三

者に対抗することができない。

（名称の使用制限）

、 、 。第十条 独立行政法人でない者は その名称中に 独立行政法人という文字を用いてはならない

（民法の準用）

第十一条 民法（明治二十九年法律第八十九号）第四十四条及び第五十条の規定は、独立行政法

人について準用する。

第二節 独立行政法人評価委員会

（独立行政法人評価委員会）

第十二条 独立行政法人の主務省（当該独立行政法人を所管する内閣府又は各省をいう。以下同

じ ）に、その所管に係る独立行政法人に関する事務を処理させるため、独立行政法人評価委。

員会（以下「評価委員会」という ）を置く。。

２ 評価委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 独立行政法人の業務の実績に関する評価に関すること。

二 その他この法律又は個別法によりその権限に属させられた事項を処理すること。

３ 前項に定めるもののほか、評価委員会の組織、所掌事務及び委員その他の職員その他評価委

員会に関し必要な事項については、政令で定める。

第三節 設立

（設立の手続）

第十三条 各独立行政法人の設立に関する手続については、個別法に特別の定めがある場合を除

くほか、この節の定めるところによる。

（法人の長及び監事となるべき者）

第十四条 主務大臣は、独立行政法人の長（以下「法人の長」という ）となるべき者及び監事。

となるべき者を指名する。

２ 前項の規定により指名された法人の長又は監事となるべき者は、独立行政法人の成立の時に

おいて、この法律の規定により、それぞれ法人の長又は監事に任命されたものとする。

３ 第二十条第一項の規定は、第一項の法人の長となるべき者の指名について準用する。

（設立委員）

第十五条 主務大臣は、設立委員を命じて、独立行政法人の設立に関する事務を処理させる。

２ 設立委員は、独立行政法人の設立の準備を完了したときは、遅滞なく、その旨を主務大臣に

届け出るとともに、その事務を前条第一項の規定により指名された法人の長となるべき者に引
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き継がなければならない。

（設立の登記）

第十六条 第十四条第一項の規定により指名された法人の長となるべき者は、前条第二項の規定

による事務の引継ぎを受けたときは、遅滞なく、政令で定めるところにより、設立の登記をし

なければならない。

第十七条 独立行政法人は、設立の登記をすることによって成立する。

第二章 役員及び職員

（役員）

第十八条 各独立行政法人に、個別法で定めるところにより、役員として、法人の長一人及び監

事を置く。

２ 各独立行政法人には、前項に規定する役員のほか、個別法で定めるところにより、他の役員

を置くことができる。

、 、３ 各独立行政法人の法人の長の名称 前項に規定する役員の名称及び定数並びに監事の定数は

個別法で定める。

（役員の職務及び権限）

第十九条 法人の長は、独立行政法人を代表し、その業務を総理する。

２ 個別法で定める役員（法人の長を除く ）は、法人の長の定めるところにより、法人の長に。

事故があるときはその職務を代理し、法人の長が欠員のときはその職務を行う。

３ 前条第二項の規定により置かれる役員の職務及び権限は、個別法で定める。

４ 監事は、独立行政法人の業務を監査する。

５ 監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、法人の長又は主務大臣に意見を

提出することができる。

（役員の任命）

第二十条 法人の長は、次に掲げる者のうちから、主務大臣が任命する。

一 当該独立行政法人が行う事務及び事業に関して高度な知識及び経験を有する者

二 前号に掲げる者のほか、当該独立行政法人が行う事務及び事業を適正かつ効率的に運営す

ることができる者

２ 監事は、主務大臣が任命する。

３ 第十八条第二項の規定により置かれる役員は、第一項各号に掲げる者のうちから、法人の長

が任命する。

４ 法人の長は、前項の規定により役員を任命したときは、遅滞なく、主務大臣に届け出るとと

もに、これを公表しなければならない。

（役員の任期）

第二十一条 役員の任期は、個別法で定める。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間

とする。

２ 役員は、再任されることができる。

（役員の欠格条項）

第二十二条 政府又は地方公共団体の職員（非常勤の者を除く ）は、役員となることができな。

い。

（役員の解任）

第二十三条 主務大臣又は法人の長は、それぞれその任命に係る役員が前条の規定により役員と

なることができない者に該当するに至ったときは、その役員を解任しなければならない。

２ 主務大臣又は法人の長は、それぞれその任命に係る役員が次の各号の一に該当するとき、そ

の他役員たるに適しないと認めるときは、その役員を解任することができる。

一 心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められるとき。

二 職務上の義務違反があるとき。

３ 前項に規定するもののほか、主務大臣又は法人の長は、それぞれその任命に係る役員（監事

を除く ）の職務の執行が適当でないため当該独立行政法人の業務の実績が悪化した場合であ。
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って、その役員に引き続き当該職務を行わせることが適切でないと認めるときは、その役員を

解任することができる。

４ 法人の長は、前二項の規定によりその任命に係る役員を解任したときは、遅滞なく、主務大

臣に届け出るとともに、これを公表しなければならない。

（代表権の制限）

第二十四条 独立行政法人と法人の長その他の代表権を有する役員との利益が相反する事項につ

いては、これらの者は、代表権を有しない。この場合には、監事が当該独立行政法人を代表す

る。

（代理人の選任）

第二十五条 法人の長その他の代表権を有する役員は、当該独立行政法人の代表権を有しない役

員又は職員のうちから、当該独立行政法人の業務の一部に関し一切の裁判上又は裁判外の行為

をする権限を有する代理人を選任することができる。

（職員の任命）

第二十六条 独立行政法人の職員は、法人の長が任命する。

第三章 業務運営

第一節 業務

（業務の範囲）

第二十七条 各独立行政法人の業務の範囲は、個別法で定める。

（業務方法書）

第二十八条 独立行政法人は、業務開始の際、業務方法書を作成し、主務大臣の認可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２ 前項の業務方法書に記載すべき事項は、主務省令（当該独立行政法人を所管する内閣府又は

各省の内閣府令又は省令をいう。以下同じ ）で定める。。

３ 主務大臣は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かな

ければならない。

４ 独立行政法人は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その業務方法書を公表しなけれ

ばならない。

第二節 中期目標等

（中期目標）

第二十九条 主務大臣は、三年以上五年以下の期間において独立行政法人が達成すべき業務運営

に関する目標（以下「中期目標」という ）を定め、これを当該独立行政法人に指示するとと。

もに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

２ 中期目標においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 中期目標の期間（前項の期間の範囲内で主務大臣が定める期間をいう。以下同じ ）。

二 業務運営の効率化に関する事項

三 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

四 財務内容の改善に関する事項

五 その他業務運営に関する重要事項

３ 主務大臣は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、評価委員

会の意見を聴かなければならない。

（中期計画）

第三十条 独立行政法人は、前条第一項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、主務省令で

定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という ）を作。

、 。 、 。成し 主務大臣の認可を受けなければならない これを変更しようとするときも 同様とする

２ 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

二 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとる

べき措置
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三 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

四 短期借入金の限度額

五 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

六 剰余金の使途

七 その他主務省令で定める業務運営に関する事項

３ 主務大臣は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かな

ければならない。

４ 主務大臣は、第一項の認可をした中期計画が前条第二項第二号から第五号までに掲げる事項

の適正かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その中期計画を変更すべきことを命

ずることができる。

５ 独立行政法人は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表しなければ

ならない。

（年度計画）

第三十一条 独立行政法人は、毎事業年度の開始前に、前条第一項の認可を受けた中期計画に基

づき、主務省令で定めるところにより、その事業年度の業務運営に関する計画（次項において

「年度計画」という ）を定め、これを主務大臣に届け出るとともに、公表しなければならな。

い。これを変更したときも、同様とする。

２ 独立行政法人の最初の事業年度の年度計画については、前項中「毎事業年度の開始前に、前

条第一項の認可を受けた」とあるのは 「その成立後最初の中期計画について前条第一項の認、

可を受けた後遅滞なく、その」とする。

（各事業年度に係る業務の実績に関する評価）

第三十二条 独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、各事業年度における業務の実績

について、評価委員会の評価を受けなければならない。

２ 前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及び分析をし、並び

にこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該事業年度における業務の実績の全体について総

合的な評定をして、行わなければならない。

３ 評価委員会は、第一項の評価を行ったときは、遅滞なく、当該独立行政法人及び政令で定め

る審議会（以下「審議会」という ）に対して、その評価の結果を通知しなければならない。。

この場合において、評価委員会は、必要があると認めるときは、当該独立行政法人に対し、業

務運営の改善その他の勧告をすることができる。

４ 評価委員会は、前項の規定による通知を行ったときは、遅滞なく、その通知に係る事項（同

項後段の規定による勧告をした場合にあっては、その通知に係る事項及びその勧告の内容）を

公表しなければならない。

、 、 、５ 審議会は 第三項の規定により通知された評価の結果について 必要があると認めるときは

当該評価委員会に対し、意見を述べることができる。

（中期目標に係る事業報告書）

第三十三条 独立行政法人は、中期目標の期間の終了後三月以内に、主務省令で定めるところに

より、当該中期目標に係る事業報告書を主務大臣に提出するとともに、これを公表しなければ

ならない。

（中期目標に係る業務の実績に関する評価）

第三十四条 独立行政法人は、主務省令で定めるところにより、中期目標の期間における業務の

実績について、評価委員会の評価を受けなければならない。

、 、 、２ 前項の評価は 当該中期目標の期間における中期目標の達成状況の調査をし 及び分析をし

並びにこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該中期目標の期間における業務の実績の全体

について総合的な評定をして、行わなければならない。

３ 第三十二条第三項から第五項までの規定は、第一項の評価について準用する。

（中期目標の期間の終了時の検討）

第三十五条 主務大臣は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、当該独立行政法人
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、 、の業務を継続させる必要性 組織の在り方その他その組織及び業務の全般にわたる検討を行い

その結果に基づき、所要の措置を講ずるものとする。

２ 主務大臣は、前項の規定による検討を行うに当たっては、評価委員会の意見を聴かなければ

ならない。

３ 審議会は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、当該独立行政法人の主要な事

務及び事業の改廃に関し、主務大臣に勧告することができる。

第四章 財務及び会計

（事業年度）

第三十六条 独立行政法人の事業年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三十一日に終わる。

２ 独立行政法人の最初の事業年度は、前項の規定にかかわらず、その成立の日に始まり、翌年

の三月三十一日（一月一日から三月三十一日までの間に成立した独立行政法人にあっては、そ

の年の三月三十一日）に終わるものとする。

（企業会計原則）

第三十七条 独立行政法人の会計は、主務省令で定めるところにより、原則として企業会計原則

によるものとする。

（財務諸表等）

第三十八条 独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処

理に関する書類その他主務省令で定める書類及びこれらの附属明細書（以下「財務諸表」とい

う ）を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に主務大臣に提出し、その承認を受けなけれ。

ばならない。

２ 独立行政法人は、前項の規定により財務諸表を主務大臣に提出するときは、これに当該事業

年度の事業報告書及び予算の区分に従い作成した決算報告書を添え、並びに財務諸表及び決算

報告書に関する監事の意見（次条の規定により会計監査人の監査を受けなければならない独立

行政法人にあっては、監事及び会計監査人の意見。以下同じ ）を付けなければならない。。

３ 主務大臣は、第一項の規定により財務諸表を承認しようとするときは、あらかじめ、評価委

員会の意見を聴かなければならない。

４ 独立行政法人は、第一項の規定による主務大臣の承認を受けたときは、遅滞なく、財務諸表

を官報に公告し、かつ、財務諸表並びに第二項の事業報告書、決算報告書及び監事の意見を記

載した書面を、各事務所に備えて置き、主務省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければな

らない。

（会計監査人の監査）

第三十九条 独立行政法人（その資本の額その他の経営の規模が政令で定める基準に達しない独

立行政法人を除く ）は、財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る ）及び決算報告書。 。

について、監事の監査のほか、会計監査人の監査を受けなければならない。

（会計監査人の選任）

第四十条 会計監査人は、主務大臣が選任する。

（会計監査人の資格）

（ ）第四十一条 株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律 昭和四十九年法律第二十二号

第四条（第二項第二号を除く ）の規定は、第三十九条の会計監査人について準用する。この。

場合において、同法第四条第二項第一号中「第二条」とあるのは 「独立行政法人通則法第三、

十九条」と読み替えるものとする。

（会計監査人の任期）

第四十二条 会計監査人の任期は、その選任の日以後最初に終了する事業年度の財務諸表につい

ての主務大臣の第三十八条第一項の承認の時までとする。

（会計監査人の解任）

第四十三条 主務大臣は、会計監査人が次の各号の一に該当するときは、その会計監査人を解任

することができる。

一 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。
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二 会計監査人たるにふさわしくない非行があったとき。

三 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき。

（利益及び損失の処理）

第四十四条 独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたときは、前事業年度

から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整理しな

ければならない。ただし、第三項の規定により同項の使途に充てる場合は、この限りでない。

２ 独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において損失を生じたときは、前項の規定による積

立金を減額して整理し、なお不足があるときは、その不足額は、繰越欠損金として整理しなけ

ればならない。

３ 独立行政法人は、第一項に規定する残余があるときは、主務大臣の承認を受けて、その残余

の額の全部又は一部を第三十条第一項の認可を受けた中期計画（同項後段の規定による変更の

認可を受けたときは、その変更後のもの。以下単に「中期計画」という ）の同条第二項第六。

号の剰余金の使途に充てることができる。

４ 主務大臣は、前項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見

を聴かなければならない。

５ 第一項の規定による積立金の処分については、個別法で定める。

（借入金等）

第四十五条 独立行政法人は、中期計画の第三十条第二項第四号の短期借入金の限度額の範囲内

で、短期借入金をすることができる。ただし、やむを得ない事由があるものとして主務大臣の

認可を受けた場合は、当該限度額を超えて短期借入金をすることができる。

２ 前項の規定による短期借入金は、当該事業年度内に償還しなければならない。ただし、資金

の不足のため償還することができないときは、その償還することができない金額に限り、主務

大臣の認可を受けて、これを借り換えることができる。

３ 前項ただし書の規定により借り換えた短期借入金は、一年以内に償還しなければならない。

４ 主務大臣は、第一項ただし書又は第二項ただし書の規定による認可をしようとするときは、

あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。

５ 独立行政法人は、個別法に別段の定めがある場合を除くほか、長期借入金及び債券発行をす

ることができない。

（財源措置）

第四十六条 政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるた

めに必要な金額の全部又は一部に相当する金額を交付することができる。

（余裕金の運用）

第四十七条 独立行政法人は、次の方法による場合を除くほか、業務上の余裕金を運用してはな

らない。

一 国債、地方債、政府保証債（その元本の償還及び利息の支払について政府が保証する債券

をいう ）その他主務大臣の指定する有価証券の取得。

二 銀行その他主務大臣の指定する金融機関への預金又は郵便貯金

三 信託業務を営む金融機関（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和十八年法律第

四十三号）第一条第一項の認可を受けた金融機関をいう ）への金銭信託。

（財産の処分等の制限）

第四十八条 独立行政法人は、主務省令で定める重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとす

るときは、主務大臣の認可を受けなければならない。ただし、中期計画において第三十条第二

項第五号の計画を定めた場合であって、その計画に従って当該重要な財産を譲渡し、又は担保

に供するときは、この限りでない。

２ 主務大臣は、前項の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見

を聴かなければならない。

（会計規程）

第四十九条 独立行政法人は、業務開始の際、会計に関する事項について規程を定め、これを主
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務大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。

（主務省令への委任）

第五十条 この法律及びこれに基づく政令に規定するもののほか、独立行政法人の財務及び会計

に関し必要な事項は、主務省令で定める。

第五章 人事管理

第一節 特定独立行政法人

（役員及び職員の身分）

第五十一条 特定独立行政法人の役員及び職員は、国家公務員とする。

（役員の報酬等）

（ 「 」 。） 、第五十二条 特定独立行政法人の役員に対する報酬及び退職手当 以下 報酬等 という は

その役員の業績が考慮されるものでなければならない。

２ 特定独立行政法人は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを主務大臣に届け

出るとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

３ 前項の報酬等の支給の基準は、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該特定独立

行政法人の業務の実績及び中期計画の第三十条第二項第三号の人件費の見積りその他の事情を

考慮して定められなければならない。

（評価委員会の意見の申出）

第五十三条 主務大臣は、前条第二項の規定による届出があったときは、その届出に係る報酬等

の支給の基準を評価委員会に通知するものとする。

２ 評価委員会は、前項の規定による通知を受けたときは、その通知に係る報酬等の支給の基準

が社会一般の情勢に適合したものであるかどうかについて、主務大臣に対し、意見を申し出る

ことができる。

（役員の服務）

第五十四条 特定独立行政法人の役員（以下この条から第五十六条までにおいて単に「役員」と

いう ）は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様。

とする。

２ 役員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に政治運動をしてはな

らない。

３ 役員（非常勤の者を除く。次項において同じ ）は、在任中、任命権者の承認のある場合を。

除くほか、報酬を得て他の職務に従事し、又は営利事業を営み、その他金銭上の利益を目的と

する業務を行ってはならない。

４ 役員は、離職後二年間は、商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私企業（以下「営

利企業」という ）の地位で、その離職前五年間に在職していた特定独立行政法人、人事院規。

則で定める国の機関又は日本郵政公社と密接な関係にあるものに就くことを承諾し、又は就い

てはならない。ただし、人事院規則の定めるところにより、任命権者の申出により人事院の承

認を得た場合は、この限りでない。

（役員の災害補償）

第五十五条 役員の公務上の災害又は通勤による災害に対する補償及び公務上の災害又は通勤に

よる災害を受けた役員に対する福祉事業については、特定独立行政法人の職員の例による。

（役員に係る労働者災害補償保険法 の適用除外）

第五十六条 労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）の規定は、役員には適用しな

い。

（職員の給与）

第五十七条 特定独立行政法人の職員の給与は、その職務の内容と責任に応ずるものであり、か

つ、職員が発揮した能率が考慮されるものでなければならない。

２ 特定独立行政法人は、その職員の給与の支給の基準を定め、これを主務大臣に届け出るとと

もに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

３ 前項の給与の支給の基準は、一般職の職員の給与に関する法律 （昭和二十五年法律第九十
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五号）の適用を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、当該特定独立行政法人の

業務の実績及び中期計画の第三十条第二項第三号の人件費の見積りその他の事情を考慮して定

められなければならない。

（職員の勤務時間等）

第五十八条 特定独立行政法人は、その職員の勤務時間、休憩、休日及び休暇について規程を定

め、これを主務大臣に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、

同様とする。

、 、 （ ）２ 前項の規程は 一般職の職員の勤務時間 休暇等に関する法律 平成六年法律第三十三号

の適用を受ける国家公務員の勤務条件その他の事情を考慮したものでなければならない。

（職員に係る他の法律の適用除外等）

第五十九条 次に掲げる法律の規定は、特定独立行政法人の職員（以下この条において単に「職

員」という ）には適用しない。。

一 労働者災害補償保険法 の規定

二 国家公務員法 （昭和二十二年法律第百二十号）第十八条 、第二十八条（第一項前段を除

く 、第二十九条から第三十二条まで、第六十二条から第七十条まで、第七十二条第二項及。）

び第三項、第七十五条第二項並びに第百六条の規定

三 国家公務員の寒冷地手当に関する法律 （昭和二十四年法律第二百号）の規定

四 一般職の職員の給与に関する法律 の規定

五 国家公務員の職階制に関する法律 （昭和二十五年法律第百八十号）の規定

六 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百九号）第五条第二項、第七条の

二、第八条及び第十一条の規定

七 一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律の規定

八 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律（平成十二年法律第百二十五号）

第七条から第九条までの規定

２ 職員に関する国家公務員法の適用については、同法第二条第六項中「政府」とあるのは「独

立行政法人通則法第二条第二項に規定する特定独立行政法人（以下「特定独立行政法人」とい

う 」と、同条第七項中「政府又はその機関」とあるのは「特定独立行政法人」と、同法第六。）

十条第一項中「場合には、人事院の承認を得て」とあるのは「場合には」と 「により人事院、

の承認を得て」とあるのは「により」と、同法第七十二条第一項中「その所轄庁の長」とある

のは「当該職員の勤務する特定独立行政法人の長」と、同法第七十八条第四号中「官制」とあ

るのは「組織」と、同法第八十条第四項中「給与準則」とあるのは「独立行政法人通則法第五

十七条第二項に規定する給与の支給の基準」と、同法第八十一条の二第二項各号中「人事院規

則で」とあるのは「特定独立行政法人の長が」と、同法第八十一条の三第二項中「ときは、人

事院の承認を得て」とあるのは「ときは」と、同法第百条第二項中「、所轄庁の長」とあるの

は「、当該職員の勤務する特定独立行政法人の長」と 「の所轄庁の長」とあるのは「の属す、

る特定独立行政法人の長」と、同法第百一条第一項中「政府」とあるのは「当該職員の勤務す

る特定独立行政法人」と、同条第二項中「官庁」とあるのは「特定独立行政法人」と、同法第

百三条第三項中「所轄庁の長」とあるのは「当該職員の勤務し、又は勤務していた特定独立行

政法人の長」と、同法第百四条中「内閣総理大臣及びその職員の所轄庁の長」とあるのは「当

該職員の勤務する特定独立行政法人の長」とする。

３ 職員に関する国際機関等に派遣される一般職の国家公務員の処遇等に関する法律（昭和四十

五年法律第百十七号）第五条及び第六条第三項の規定の適用については、同法第五条第一項中

「俸給、扶養手当、調整手当、研究員調整手当、住居手当、期末手当及び期末特別手当のそれ

ぞれ百分の百以内」とあるのは「給与」と、同条第二項中「人事院規則（派遣職員が検察官の

俸給等に関する法律（昭和二十三年法律第七十六号）の適用を受ける職員である場合にあつて

は、同法第三条第一項に規定する準則 」とあるのは「独立行政法人通則法第五十七条第二項）

に規定する給与の支給の基準」と、同法第六条第三項中「国は」とあるのは「独立行政法人通

則法第二条第二項に規定する特定独立行政法人は」とする。
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４ 職員に関する労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第十二条第三項第四号及び第三十

九条第七項の規定の適用については、同法第十二条第三項第四号中「育児休業、介護休業等育

（ ） 」児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律 平成三年法律第七十六号 第二条第一号

「 （ ） 」とあるのは 国家公務員の育児休業等に関する法律 平成三年法律第百九号 第三条第一項

と 「同条第二号」とあるのは「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉、

に関する法律（平成三年法律第七十六号）第二条第二号」と、同法第三十九条第七項中「育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第二条第一号」とあるの

は「国家公務員の育児休業等に関する法律第三条第一項」と 「同条第二号」とあるのは「育、

、 」 。児休業 介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第二条第二号 とする

（ ） 、５ 職員に関する船員法 昭和二十二年法律第百号 第七十四条第四項の規定の適用については

同項中「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年

法律第七十六号）第二条第一号」とあるのは「国家公務員の育児休業等に関する法律（平成三

年法律第百九号）第三条第一項」と 「同条第二号」とあるのは「育児休業、介護休業等育児、

又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号）第二条第二号」と

する。

（国会への報告等）

第六十条 特定独立行政法人は、政令で定めるところにより、毎事業年度、常時勤務に服するこ

とを要するその職員（国家公務員法第七十九条 又は第八十二条 の規定による休職又は停職の

処分を受けた者、法令の規定により職務に専念する義務を免除された者その他の常時勤務に服

することを要しない職員で政令で定めるものを含む。次項において「常勤職員」という ）の。

数を主務大臣に報告しなければならない。

２ 政府は、毎年、国会に対し、特定独立行政法人の常勤職員の数を報告しなければならない。

第二節 特定独立行政法人以外の独立行政法人

（役員の兼職禁止）

第六十一条 特定独立行政法人以外の独立行政法人の役員（非常勤の者を除く ）は、在任中、。

任命権者の承認のある場合を除くほか、営利を目的とする団体の役員となり、又は自ら営利事

業に従事してはならない。

（準用）

第六十二条 第五十二条及び第五十三条の規定は、特定独立行政法人以外の独立行政法人の役員

の報酬等について準用する。この場合において、第五十二条第三項中「実績及び中期計画の第

三十条第二項第三号の人件費の見積り」とあるのは 「実績」と読み替えるものとする。、

（職員の給与等）

第六十三条 特定独立行政法人以外の独立行政法人の職員の給与は、その職員の勤務成績が考慮

されるものでなければならない。

、 、２ 特定独立行政法人以外の独立行政法人は その職員の給与及び退職手当の支給の基準を定め

これを主務大臣に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様

とする。

３ 前項の給与及び退職手当の支給の基準は、当該独立行政法人の業務の実績を考慮し、かつ、

社会一般の情勢に適合したものとなるように定められなければならない。

第六章 雑則

（報告及び検査）

第六十四条 主務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、独立行政法人に

対し、その業務並びに資産及び債務の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、独立行政法人

の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の必要な物件を検査させることが

できる。

２ 前項の規定により職員が立入検査をする場合には、その身分を示す証明書を携帯し、関係人

にこれを提示しなければならない。

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならな
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い。

（違法行為等の是正）

第六十五条 主務大臣は、独立行政法人又はその役員若しくは職員の行為がこの法律、個別法若

しくは他の法令に違反し、又は違反するおそれがあると認めるときは、当該独立行政法人に対

し、当該行為の是正のため必要な措置を講ずることを求めることができる。

２ 独立行政法人は、前項の規定による主務大臣の求めがあったときは、速やかに当該行為の是

正その他の必要と認める措置を講ずるとともに、当該措置の内容を主務大臣に報告しなければ

ならない。

（解散）

第六十六条 独立行政法人の解散については、別に法律で定める。

（財務大臣との協議）

第六十七条 主務大臣は、次の場合には、財務大臣に協議しなければならない。

一 第二十九条第一項の規定により中期目標を定め、又は変更しようとするとき。

二 第三十条第一項、第四十五条第一項ただし書若しくは第二項ただし書又は第四十八条第一

項の規定による認可をしようとするとき。

三 第四十四条第三項の規定による承認をしようとするとき。

四 第四十七条第一号又は第二号の規定による指定をしようとするとき。

（主務大臣等）

第六十八条 この法律における主務大臣、主務省及び主務省令は、個別法で定める。

第七章 罰則

第六十九条 次の各号の一に該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

一 第五十四条第一項の規定に違反して秘密を漏らした者

二 第五十四条第四項の規定に違反して営利企業の地位に就いた者

第七十条 第六十四条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為をした独立行政法人の

役員又は職員は、二十万円以下の罰金に処する。

第七十一条 次の各号の一に該当する場合には、その違反行為をした独立行政法人の役員は、二

十万円以下の過料に処する。

一 この法律の規定により主務大臣の認可又は承認を受けなければならない場合において、そ

の認可又は承認を受けなかったとき。

二 この法律の規定により主務大臣に届出をしなければならない場合において、その届出をせ

ず、又は虚偽の届出をしたとき。

三 この法律の規定により公表をしなければならない場合において、その公表をせず、又は虚

偽の公表をしたとき。

四 第九条第一項の規定による政令に違反して登記することを怠ったとき。

五 第三十条第四項の規定による主務大臣の命令に違反したとき。

六 第三十三条の規定による事業報告書の提出をせず、又は事業報告書に記載すべき事項を記

載せず、若しくは虚偽の記載をして事業報告書を提出したとき。

七 第三十八条第四項の規定に違反して財務諸表、事業報告書、決算報告書若しくは監事の意

見を記載した書面を備え置かず、又は閲覧に供しなかったとき。

八 第四十七条の規定に違反して業務上の余裕金を運用したとき。

九 第六十条第一項又は第六十五条第二項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたと

き。

第七十二条 第十条の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処する。

附 則

（略）
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２．独立行政法人国立大学財務・経営センター法（平成十五年七月十六日法律第百十五号）

第一章 総則（第一条―第五条）

第二章 役員及び職員（第六条―第十二条）

第三章 業務等（第十三条―第十九条）

第四章 雑則（第二十条―第二十二条）

第五章 罰則（第二十三条・第二十四条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、独立行政法人国立大学財務・経営センターの名称、目的、業務の範囲等に

関する事項を定めることを目的とする。

（名称）

（ 。 「 」 。）第二条 この法律及び独立行政法人通則法 平成十一年法律第百三号 以下 通則法 という

の定めるところにより設立される通則法第二条第一項に規定する独立行政法人の名称は、独立

行政法人国立大学財務・経営センターとする。

（センターの目的）

第三条 独立行政法人国立大学財務・経営センター（以下「センター」という ）は、国立大学。

法人（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人を

いう。以下同じ 、大学共同利用機関法人（同条第三項に規定する大学共同利用機関法人をい。）

う。以下同じ ）及び独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「国立大学法人等」という ）。 。

の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付並びに国立大学法人等の財務及び経営に関する

調査及び研究、その職員の研修その他の業務を行うことにより、国立大学法人等の教育研究環

境の整備充実並びに財務及び経営の改善を図り、もって国立大学、大学共同利用機関及び国立

高等専門学校（以下「国立大学等」という ）における教育研究の振興に資することを目的と。

する。

（事務所）

第四条 センターは、主たる事務所を千葉県に置く。

（資本金）

第五条 センターの資本金は、附則第八条第二項の規定により政府から出資があったものとされ

た金額とする。

２ 政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、センターに追加

して出資することができる。

３ センターは、前項の規定による政府の出資があったときは、その出資額により資本金を増加

するものとする。

第二章 役員及び職員

（役員）

第六条 センターに、役員として、その長である理事長及び監事二人を置く。

２ センターに、役員として、理事一人を置くことができる。

（理事の職務及び権限等）

第七条 理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐してセンターの業務を掌理する。

２ 通則法第十九条第二項の個別法で定める役員は、理事とする。ただし、理事が置かれていな

いときは、監事とする。

３ 前項ただし書の場合において、通則法第十九条第二項の規定により理事長の職務を代理し又

はその職務を行う監事は、その間、監事の職務を行ってはならない。

（役員の任期）

第八条 役員の任期は、三年とする。
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（理事長の任命）

、 、第九条 文部科学大臣は 通則法第二十条第一項の規定により理事長を任命しようとするときは

文部科学省令で定めるところにより、国立大学等に関し広くかつ高い識見を有する者その他の

文部科学省令で定める者の意見を聴くものとする。

（役員の欠格条項の特例）

第十条 通則法第二十二条の規定にかかわらず、教育公務員で政令で定めるものは、非常勤の理

事又は監事となることができる。

２ センターの非常勤の理事及び監事の解任に関する通則法第二十三条第一項の規定の適用につ

いては、同項 中「前条」とあるのは 「前条及び独立行政法人国立大学財務・経営センター法、

第十条第一項」とする。

（役員及び職員の秘密保持義務）

第十一条 センターの役員及び職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も、同様とする。

（役員及び職員の地位）

第十二条 センターの役員及び職員は、刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用

については、法令により公務に従事する職員とみなす。

第三章 業務等

（業務の範囲）

第十三条 センターは、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。

一 国立大学法人等の財産の適切かつ有効な活用について国立大学法人等に対する協力及び専

門的、技術的助言を行うこと。

二 国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土

地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付け（以下「施設費貸

付事業」という ）を行うこと。。

三 国立大学法人等に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施設の設置若

しくは整備又は設備の設置に必要な資金の交付（以下「施設費交付事業」という ）を行う。

こと。

四 国立大学法人等における奨学を目的とする寄附金で特定の国立大学法人等に係るもの以外

のものの受入れ及び当該寄附金に相当する金額の配分に関する業務を行うこと。

五 高等教育に係る財政並びに国立大学法人等の財務及び経営に関する調査及び研究を行うこ

と。

六 国立大学法人等における財務及び経営の改善に関し、その職員の研修、情報提供その他の

業務を行うこと。

七 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

（区分経理）

第十四条 センターは、施設費貸付事業及び施設費交付事業に係る経理については、その他の経

、 （ 「 」 。） 。理と区分し 特別の勘定 以下 施設整備勘定 という を設けて整理しなければならない

（利益及び損失の処理の特例等）

第十五条 施設整備勘定以外の一般の勘定において、通則法第二十九条第二項第一号に規定する

中期目標の期間（以下この項において「中期目標の期間」という ）の最後の事業年度に係る。

通則法第四十四条第一項又は第二項の規定による整理を行った後、同条第一項の規定による積

立金があるときは、その額に相当する金額のうち文部科学大臣の承認を受けた金額を、当該中

期目標の期間の次の中期目標の期間に係る通則法第三十条第一項の認可を受けた中期計画（同

項後段の規定による変更の認可を受けたときは、その変更後のもの）の定めるところにより、

当該次の中期目標の期間における第十三条第一号及び第四号から第六号までに掲げる業務並び

にこれらに附帯する業務の財源に充てることができる。

２ 文部科学大臣は、前項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、文部科学省の

独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならない。
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３ センターは、第一項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を受け

た金額を控除してなお残余があるときは、その残余の額を国庫に納付しなければならない。

４ 施設整備勘定については、通則法第四十四条第一項ただし書、第三項及び第四項の規定は、

適用しない。

５ センターは、施設整備勘定において、通則法第四十四条第一項本文又は第二項の規定による

、 、 、整理を行った後 同条第一項本文の規定による積立金があるときは その額に相当する金額を

翌事業年度以降の施設費交付事業の財源に充てなければならない。

６ 前各項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事項は、

政令で定める。

（長期借入金及び独立行政法人国立大学財務・経営センター債券）

第十六条 センターは、施設費貸付事業に必要な費用に充てるため、文部科学大臣の認可を受け

て、長期借入金をし、又は独立行政法人国立大学財務・経営センター債券（以下「債券」とい

う ）を発行することができる。。

２ 前項に規定するもののほか、センターは、長期借入金又は債券で政令で定めるものの償還に

充てるため、文部科学大臣の認可を受けて、長期借入金をし、又は債券を発行することができ

る。ただし、その償還期間が政令で定める期間のものに限る。

３ 文部科学大臣は、前二項の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、文部科学省

の独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならない。

４ 第一項又は第二項の規定による債券の債権者は、センターの財産について他の債権者に先立

って自己の債権の弁済を受ける権利を有する。

５ 前項の先取特権の順位は、民法（明治二十九年法律第八十九号）の規定による一般の先取特

権に次ぐものとする。

６ センターは、文部科学大臣の認可を受けて、債券の発行に関する事務の全部又は一部を銀行

又は信託会社に委託することができる。

（ ） 、 、７ 商法 明治三十二年法律第四十八号 第三百九条 第三百十条及び第三百十一条の規定は

前項の規定により委託を受けた銀行又は信託会社について準用する。

８ 前各項に定めるもののほか、第一項又は第二項の規定による長期借入金又は債券に関し必要

な事項は、政令で定める。

（債務保証）

第十七条 政府は、法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律（昭和二十一年法律第二十

四号）第三条の規定にかかわらず、国会の議決を経た金額の範囲内において、前条第一項又は

第二項の規定によるセンターの長期借入金又は債券に係る債務（国際復興開発銀行等からの外

資の受入に関する特別措置に関する法律（昭和二十八年法律第五十一号）第二条の規定に基づ

き政府が保証契約をすることができる債務を除く ）について保証することができる。。

（償還計画）

第十八条 センターは、毎事業年度、長期借入金及び債券の償還計画を立てて、文部科学大臣の

認可を受けなければならない。

２ 文部科学大臣は、前項の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、文部科学省の

独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならない。

（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 の準用）

第十九条 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）の

規定（罰則を含む ）は、第十三条第三号の規定によりセンターが交付する資金について準用。

する。この場合において、同法（第二条第七項を除く ）中「各省各庁」とあるのは「独立行。

政法人国立大学財務・経営センター」と 「各省各庁の長」とあるのは「独立行政法人国立大、

学財務・経営センターの理事長」と、同法第二条第一項（第二号を除く ）及び第四項、第七。

条第二項、第十九条第一項及び第二項、第二十四条並びに第三十三条中「国」とあるのは「独

立行政法人国立大学財務・経営センター と 同法第十四条中 国の会計年度 とあるのは 独」 、 「 」 「

立行政法人国立大学財務・経営センターの事業年度」と読み替えるものとする。
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第四章 雑則

（財務大臣との協議）

第二十条 文部科学大臣は、次の場合には、財務大臣に協議しなければならない。

一 第十五条第一項の承認をしようとするとき。

二 第十六条第一項、第二項若しくは第六項又は第十八条第一項の認可をしようとするとき。

（主務大臣等）

第二十一条 センターに係る通則法 における主務大臣、主務省及び主務省令は、それぞれ文部

科学大臣、文部科学省及び文部科学省令とする。

（国家公務員宿舎法 の適用除外）

第二十二条 国家公務員宿舎法（昭和二十四年法律第百十七号）の規定は、センターの役員及び

職員には適用しない。

第五章 罰則

第二十三条 第十一条の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は五十万円以下

の罰金に処する。

第二十四条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をしたセンターの役員は、

二十万円以下の過料に処する。

一 第十三条に規定する業務以外の業務を行ったとき。

二 第十五条第一項の規定により文部科学大臣の承認を受けなければならない場合において、

その承認を受けなかったとき。

三 第十六条第一項、第二項若しくは第六項又は第十八条第一項の規定により文部科学大臣の

認可を受けなければならない場合において、その認可を受けなかったとき。

附 則

（施行期日）

第一条 この法律は、平成十五年十月一日から施行する。

（センターの成立）

第二条 センターは、通則法第十七条の規定にかかわらず、国立大学法人法等の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律（平成十五年法律第百十七号。以下「整備法」という ）第二条の。

規定の施行の時に成立する。

２ センターは、通則法第十六条の規定にかかわらず、センターの成立後遅滞なく、政令で定め

るところにより、その設立の登記をしなければならない。

（職員の引継ぎ等）

第三条 センターの成立の際現に整備法第二条の規定による廃止前の国立学校設置法（昭和二十

四年法律第百五十号。附則第八条第一項第一号において「旧設置法」という ）第九条の五に。

規定する国立学校財務センター（以下「旧センター」という ）の職員である者は、別に辞令。

を発せられない限り、センターの成立の日において、センターの職員となるものとする。

第四条 前条の規定によりセンターの職員となった者に対する国家公務員法（昭和二十二年法律

第百二十号）第八十二条第二項の規定の適用については、センターの職員を同項に規定する特

別職国家公務員等と、前条の規定により国家公務員としての身分を失ったことを任命権者の要

請に応じ同項に規定する特別職国家公務員等となるため退職したこととみなす。

第五条 附則第三条の規定により旧センターの職員がセンターの職員となる場合には、その者に

対しては、国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八十二号）に基づく退職手当は、支

給しない。

２ センターは、前項の規定の適用を受けたセンターの職員の退職に際し、退職手当を支給しよ

うとするときは、その者の国家公務員退職手当法第二条第一項に規定する職員（同条第二項の

規定により職員とみなされる者を含む ）としての引き続いた在職期間をセンターの職員とし。

ての在職期間とみなして取り扱うべきものとする。

３ センターの成立の日の前日に旧センターの職員として在職する者が、附則第三条の規定によ

り引き続いてセンターの職員となり、かつ、引き続きセンターの職員として在職した後引き続
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いて国家公務員退職手当法第二条第一項に規定する職員となった場合におけるその者の同法に

基づいて支給する退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者のセンター

。 、の職員としての在職期間を同項に規定する職員としての引き続いた在職期間とみなす ただし

その者がセンターを退職したことにより退職手当（これに相当する給付を含む ）の支給を受。

けているときは、この限りでない。

４ センターは、センターの成立の日の前日に旧センターの職員として在職し、附則第三条の規

定により引き続いてセンターの職員となった者のうちセンターの成立の日から雇用保険法（昭

和四十九年法律第百十六号）による失業等給付の受給資格を取得するまでの間にセンターを退

職したものであって、その退職した日まで旧センターの職員として在職したものとしたならば

国家公務員退職手当法第十条の規定による退職手当の支給を受けることができるものに対して

は、同条の規定の例により算定した退職手当の額に相当する額を退職手当として支給するもの

とする。

第六条 附則第三条の規定によりセンターの職員となった者であって、センターの成立の日の前

日において文部科学大臣又はその委任を受けた者から児童手当法（昭和四十六年法律第七十三

号）第七条第一項（同法附則第六条第二項、第七条第四項又は第八条第四項において準用する

場合を含む。以下この条において同じ ）の規定による認定を受けているものが、センターの。

成立の日において児童手当又は同法附則第六条第一項、第七条第一項若しくは第八条第一項の

給付（以下この条において「特例給付等」という ）の支給要件に該当するときは、その者に。

対する児童手当又は特例給付等の支給に関しては、センターの成立の日において同法第七条第

一項の規定による市町村長（特別区の区長を含む ）の認定があったものとみなす。この場合。

において、その認定があったものとみなされた児童手当又は特例給付等の支給は、同法第八条

（ 、 。）第二項 同法附則第六条第二項 第七条第四項又は第八条第四項において準用する場合を含む

の規定にかかわらず、センターの成立の日の前日の属する月の翌月から始める。

（センターの職員となる者の職員団体についての経過措置）

第七条 センターの成立の際現に存する国家公務員法第百八条の二第一項に規定する職員団体で

あって、その構成員の過半数が附則第三条の規定によりセンターに引き継がれる者であるもの

は、センターの成立の際労働組合法（昭和二十四年法律第百七十四号）の適用を受ける労働組

合となるものとする。この場合において、当該職員団体が法人であるときは、法人である労働

組合となるものとする。

２ 前項の規定により法人である労働組合となったものは、センターの成立の日から起算して六

十日を経過する日までに、労働組合法第二条及び第五条第二項の規定に適合する旨の労働委員

会の証明を受け、かつ、その主たる事務所の所在地において登記しなければ、その日の経過に

より解散するものとする。

３ 第一項の規定により労働組合となったものについては、センターの成立の日から起算して六

、 （ 。） 、十日を経過する日までは 労働組合法第二条ただし書 第一号に係る部分に限る の規定は

適用しない。

（権利義務の承継等）

第八条 センターの成立の際、第十三条及び附則第十一条第一項に規定する業務に関し、現に国

が有する権利及び義務のうち、次に掲げるものその他政令で定めるものは、政令で定めるとこ

ろにより、センターが承継する。

一 旧設置法第九条の五第一号に規定する特定学校財産に係るもの

二 整備法第二条の規定による廃止前の国立学校特別会計法（昭和三十九年法律第五十五号。

次条において「旧特別会計法」という ）に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの。

負債に係るもの

２ 前項の規定によりセンターが国の有する権利及び義務を承継したときは、承継される権利に

係る土地、建物その他の財産で政令で定めるものの価額の合計額に相当する金額は、政令で定

めるところにより、政府からセンターに対し出資されたものとする。

３ 前項の規定により政府から出資があったものとされる同項の財産の価額は、センターの成立
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の日現在における時価を基準として評価委員が評価した価額とする。

４ 前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。

第九条 センターの成立の際、旧特別会計法第十七条の規定に基づき文部科学大臣から旧センタ

、 、 、ーの長に交付され その経理を委任された金額に残余があるときは その残余に相当する額は

センターの成立の日においてセンターに奨学を目的として寄附されたものとする。この場合に

おいて、当該寄附金の経理に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。

（国有財産の無償使用）

第十条 国は、センターの成立の際現に旧センターの職員の住居の用に供されている国有財産で

あって政令で定めるものを、政令で定めるところにより、センターの用に供するため、センタ

ーに無償で使用させることができる。

（センターの業務に関する特例等）

、 、 、 。第十一条 センターは 当分の間 第十三条に規定する業務のほか 次の業務を行うものとする

一 国立大学法人法附則第十二条第一項の規定により国立大学法人から納付される金銭を徴収

し、附則第八条第一項第二号の規定により承継される債務の償還及び当該債務に係る利子の

支払（以下この条において「承継債務償還」という ）を行うこと。。

二 承継債務償還及び施設費交付事業に充てるために附則第八条第一項第一号の規定により承

継される財産の管理及び処分を行うこと。

２ センターは、当分の間、第十五条第五項に規定する積立金に相当する金額を、同項の規定に

かかわらず、承継債務償還に充てることができる。

３ 承継債務償還については、第十六条第二項に規定する長期借入金又は債券の発行による収入

をもって充ててはならない。

４ センターが第一項に規定する業務を行う場合には、第十四条中「施設費貸付事業及び施設費

交付事業」とあるのは「施設費貸付事業及び施設費交付事業並びに附則第十一条第一項に掲げ

」 、 「 」 「 」る業務 と 第二十四条第一号中 第十三条 とあるのは 第十三条及び附則第十一条第一項

とする。

（不動産に関する登記）

第十二条 センターが附則第八条第一項の規定により不動産に関する権利を承継した場合におい

て、その権利につきなすべき登記の手続については、政令で特例を設けることができる。

（政令への委任）

第十三条 附則第三条から前条までに定めるもののほか、センターの設立に伴い必要な経過措置

その他この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。
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３．国立大学法人法（平成十五年七月十六日法律第百十二号）抄

（目的）

第一条 この法律は、大学の教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに、我が国の高等教

育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図るため、国立大学を設置して教育研究を行う

国立大学法人の組織及び運営並びに大学共同利用機関を設置して大学の共同利用に供する大学

共同利用機関法人の組織及び運営について定めることを目的とする。

（教育研究の特性への配慮）

第三条 国は、この法律の運用に当たっては、国立大学及び大学共同利用機関における教育研究

の特性に常に配慮しなければならない。

（資本金）

第七条 各国立大学法人等の資本金は、附則第九条第二項の規定により政府から出資があったも

のとされた金額とする。

２ 政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、国立大学法人等

に追加して出資することができる。

３ 政府は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、土地、建物その他の土地の

定着物及びその建物に附属する工作物（第六項において「土地等」という ）を出資の目的と。

して、国立大学法人等に追加して出資することができる。

４ 政府は、前項の規定により土地を出資の目的として出資する場合において、国立大学法人等

が当該土地の全部又は一部を譲渡したときは、当該譲渡により生じた収入の範囲内で文部科学

大臣が定める基準により算定した額に相当する金額を独立行政法人国立大学財務・経営センタ

ーに納付すべき旨の条件を付することができる。

５ 国立大学法人等は、第二項又は第三項の規定による政府の出資があったときは、その出資額

により資本金を増加するものとする。

６ 政府が出資の目的とする土地等の価額は、出資の日現在における時価を基準として評価委員

が評価した価額とする。

７ 前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。

８ 国立大学法人等は、準用通則法第四十八条第一項本文に規定する重要な財産のうち、文部科

学大臣が定める財産を譲渡したときは、当該譲渡した財産に係る部分として文部科学大臣が定

める金額については、当該国立大学法人等に対する政府からの出資はなかったものとし、当該

国立大学法人等は、その額により資本金を減少するものとする。

附 則

（権利義務の承継等）

第九条 国立大学法人等の成立の際現に国が有する権利及び義務（整備法第二条の規定による廃

止前の国立学校特別会計法（昭和三十九年法律第五十五号。以下この項及び次条において「旧

特別会計法」という ）附則第二十一項の規定により旧特別会計法に基づく国立学校特別会計。

（附則第十一条第一項において「旧特別会計」という ）から産業投資特別会計社会資本整備。

勘定に繰り入れるものとされた繰入金に係る義務を含む ）のうち、各国立大学法人等が行う。

第二十二条第一項又は第二十九条第一項に規定する業務に関するものは、政令で定めるところ

により、政令で定めるものを除き、当該国立大学法人等が承継する。

２ 前項の規定により各国立大学法人等が国の有する権利及び義務を承継したときは、当該国立

大学法人等に承継される権利に係る財産で政令で定めるものの価額の合計額から、承継される

義務に係る負債で政令で定めるものの価額（国立大学法人にあっては、当該価額に附則第十二

条第一項の規定により当該国立大学法人が独立行政法人国立大学財務・経営センター 以下 セ（ 「

」 。） ） 、ンター という に対して負担する債務の額を加えた額 を差し引いた額に相当する金額は

政令で定めるところにより、政府から当該国立大学法人等に対し出資されたものとする。

３ 前項に規定する財産のうち、土地については、国立大学法人等が当該土地の全部又は一部を

譲渡したときは、当該譲渡により生じた収入の範囲内で文部科学大臣が定める基準により算定

した額に相当する金額をセンターに納付すべき旨の条件を付して出資されたものとする。
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４ 文部科学大臣は、前項の規定により基準を定めようとするときは、財務大臣に協議しなけれ

ばならない。

５ 第二項の財産の価額は、国立大学法人等の成立の日現在における時価を基準として評価委員

が評価した価額とする。

６ 前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。

（センターの債務の負担等）

第十二条 文部科学大臣が定める国立大学法人は、センターに対し、独立行政法人国立大学財務

・経営センター法（平成十五年法律第百十五号）附則第八条第一項第二号の規定によりセンタ

ーが承継した借入金債務のうち、当該国立大学法人の施設及び設備の整備に要した部分として

文部科学大臣が定める債務に相当する額の債務を負担する。

２ 文部科学大臣は、前項の規定により債務を定めようとするときは、財務大臣に協議しなけれ

ばならない。

３ 第一項の規定により債務を負担することとされた国立大学法人は、文部科学大臣が定めると

ころにより、センターが承継した借入金債務を保証するものとする。

４ 第一項の規定により負担する債務の償還、当該債務に係る利子の支払その他の同項の規定に

よる債務の負担及び前項の規定により行う債務の保証に関し必要な事項は、政令で定める。

５ 前項の債務の償還及び当該債務に係る利子の支払については、第三十三条第二項に規定する

長期借入金又は債券の発行による収入をもって充ててはならない。
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４．独立行政法人国立大学財務・経営センター中期目標

（序文）

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二十九条の規定により、独立行政法人国立

大学財務・経営センターが達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という ）を定。

める。

（前文）

国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構（以下「国立大

学法人等」という ）の教育研究の発展のためには、その基盤となる教育研究環境の整備充実が。

不可欠であり、そのための財源の多様化と安定的な財源確保を図ることが重要である。

また、国立大学法人等の財務及び経営の改善のためには、国立大学法人等にふさわしい経営シ

ステム・手法の開発、個別法人に対する助言相談活動等も重要不可欠なものである。

このため、独立行政法人国立大学財務・経営センター（以下「センター」という ）は、国立。

大学法人等の施設整備等に必要な資金の貸付け及び交付、国立大学法人等の財務経営に関する調

査、研究、研修、助言等の事業を行うことにより、国立大学法人等の教育研究環境の整備充実と

財務及び経営の改善を図り、もって国立大学法人等の教育研究の一層の振興を図る役割を果たし

ていく必要がある。

このような役割を果たすため、センターの中期目標は、以下のとおりとする。

Ⅰ 中期目標の期間

センターが実施する業務は、国立大学法人等の教育研究の振興に資することを目的としてお

り、長期的視点に立って推進すべきものであることから、中期目標期間は、平成１６年４月１

日から平成２１年３月３１日までの５年間とする。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項

１ 業務の精査等により、効率的かつ円滑な業務運営を図るとともに、経費の効率的執行を推

進する。

２ 運営費交付金を充当して行う業務について既存事業の見直し、効率化を進める。一般管理

費（退職手当を除く ）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき３％以上を削減す。

るほか、その他の事業費（退職手当を除く ）について、中期目標の期間中、毎事業年度に。

つき１％以上の業務の効率化を図る。また、受益者負担の範囲内で行われる大学共同利用施

設の管理運営費等についても業務の効率化を図る。

業務の効率化に際しては、長期的視点に立って推進すべき事業であることに鑑み、事業の

継続性に十分留意する。

Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

我が国の高等教育及び学術研究の中心的な役割を果たしている国立大学法人等における教育

研究環境の整備充実と財務及び経営の改善を図ることにより、国立大学法人等が、より一層、

活性化及び発展し、社会に貢献できるよう支援することを基本とする。
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１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言

世界に通用する国立大学法人等として発展を図る上で、その基盤である施設等の教育研究

環境の充実は極めて重要であり、また、これらと教育研究は有機的連携を持って初めて大学

等として持つ本来の機能が発揮できる。

今後とも、国立大学法人等が保有する多様な財産を有効活用することができるよう、財産

管理等に関する協力・助言を行う。

２ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

国立大学法人等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための活

動基盤であって、老朽化・狭隘化の解消や教育研究の進展への対応が求められており、文部

科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等の施設整備等を多様な財源によ

り安定的に実施し、教育研究環境の整備充実を図るため、センターにおいて、文部科学省の

策定する方針に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等に要する資金の貸付け及び交付

を行う。

① 施設費貸付事業については、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、教育研究

環境の整備充実のため、長期借入金等を財源として土地の取得、施設の設置若しくは整備

又は設備の設置に必要な資金の貸付けを行う。

それに際しては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善にも資

するよう、効率的な資金の調達に努めることとする。

なお、貸付事業に係る債権について確実に回収を行う。

② 施設費交付事業については、国立大学法人等に対し、教育研究環境の整備充実のため、

土地の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の交付を行う。

３ 寄附金の受入れ及び配分

国立大学法人等の奨学を目的とする寄附金で、特定の国立大学法人等に係るもの以外の寄

附金の受入れを行い、寄附目的に則して国立大学法人等に適切に配分を行う。

４ 高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究

国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するため、高等教育に係る財政について調査研

究を行うとともに、国立大学法人等のマネージメント・システムとその運用に関する調査研

究、国立大学法人等の財務・経営に関する資料の収集分析を実施する。

また、研究の実施により生じた成果については、国立大学法人等へ広く普及を図る。

５ 財務・経営に関する研修及び情報提供等

国立大学法人等は、法人化を契機に、財務システムの弾力化が図られ、自主性・自律性の

下、自らの経営責任が問われるとともに、財務・経営などに関する透明性の確保、社会への

積極的な情報提供など国民に対する説明責任が生じることから、財務・経営の改善に資する

ための支援事業を次のとおり実施する。

なお、支援事業の実施に際しては、国立大学法人等が求めるニーズを的確に把握し、企画
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を行う。

① 社団法人国立大学協会との連携の下に、法人の役職員等のマネージメント能力と専門性

の涵養、向上に努めるため、役職員等を対象としたセミナー・研修を積極的に行う。

② 国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するため、刊行物、説明会・シンポジウム、

講演会などを通してマネージメントに関する情報提供を積極的に行う。

③ 国立大学法人等に対する財務・経営に関し協力・助言を行う。

④ 大学等の教育、研究、社会貢献等に関する諸活動の学外での展開に資するため、センタ

ーが管理する大学共同利用施設の有効利用に努める。

⑤ 国立大学法人が行う財務・経営の改善並びに国及びセンターが行う国立大学法人支援業

務に必要な財務データの収集・分析のためのデータベース（国立大学法人財務・経営情報

提供システム）を、国立大学法人の協力を得て構築する。

６ 国から承継される財産等の処理

① 国から承継される旧国立学校設置法第九条の五第一号に規定する特定学校財産の処分に

ついては、公用・公共用優先の原則等を勘案しながら、処分の予定時期等を定めた計画を

策定し、毎年度その進捗状況を明確にする。

② 国立大学法人法附則第十二条第一項の規定により国立大学法人から納付される金銭を徴

収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの

負債）の償還及び当該債務に係る利子の支払いを確実に行う。

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項

１ 予算の効率的な執行に努めるとともに、自己収入の確保に努め、適切な財務内容の実現を

図ること。

２ 管理業務の節減を行うとともに、効率的な施設運営を行うこと等により、固定的経費の節

減を図ること。

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項

国立大学法人等と密接な連携を図りつつ、円滑な業務の推進に努める。

- 143 -



５．独立行政法人国立大学財務・経営センター中期計画

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十条の規定により、独立行政法人国立大

学財務・経営センター 以下 センター という が中期目標を達成するための計画 以下 中（ 「 」 。） （ 「

期計画」という ）を定める。。

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務内容を精査し、必要に応じて組織の見直しを行う。

２ 業務内容の見直しを行い、アウトソーシング可能なものについては、外部委託を推進する

とともに、外部委託の契約内容も逐次見直し、より一層の効率化を図る。

３ 事務情報化を推進し、事務処理のより一層の効率化を図る。

、 、 。４ 運営費交付金を充当して行う業務については 既存事業の徹底した見直し 効率化を図る

このため、一般管理費（退職手当を除く ）に関し、計画的な削減に努め、中期目標の期間。

中、毎事業年度につき３％以上の削減目標を達成するほか、その他の事業費（退職手当を除

く ）について、中期目標の期間中、毎事業年度につき１％以上の業務の効率化を図る。ま。

た、大学共同利用施設の管理運営費等についても業務の効率化を図る。

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ

き措置

１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言

① 財産管理に関する協力・助言

、 、国立大学法人等の適切な財産管理に資するため 各大学が抱える共通の課題について

その処理実績を収集し、情報の提供を行うとともに、個別問題の解決のため、求めに応

じ外部の専門家を活用した法律相談等を行い、適正に処理できるよう協力する。

さらに、国立大学法人等関係者を対象とする研究協議会を年２回程度開催する等によ

り、協力・助言を行う。

② 財産処分に関する協力・助言

ア）国立大学法人等の処分可能財産の管理、処分について、求めに応じ民間の専門家等

からなる処分促進方策調査協力者会議を開催し、その結果を踏まえ専門的技術的助言

を行う。

イ）承継された旧特定学校財産の処分を通して蓄積したノウハウを活用し、国立大学法

人等からの委託を受けて財産処分関連業務を行う。

２ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

（１）施設費貸付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大学共同利用機関

法人に対し、大学附属病院の施設整備及び国立大学の移転による整備等に必要な資金と

して貸付けを行う。

② 貸付けに当たっては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務状況等を十分勘
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案し、償還確実性の審査等を行う。

、 。③ 貸付事業に必要となる財源として 長期借入れ又は債券発行により資金の調達を行う

、 、その際 国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善に資するよう

公募等による効率的な資金の調達に努める。

④ 貸付事業に係る債権について確実に回収し、長期借入金債務等の償還を確実に行う。

（２）施設費交付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特定学校財産を処

分することで得られる収入、各国立大学法人等からの財産処分収入の一定部分の納付金

等の財源により、国立大学法人等に対し、施設整備等に必要な資金として交付を行う。

② 施設費交付事業の実施に当たっては 「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する、

法律」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図る。

３ 寄附金の受入れ及び配分

下記の事項に留意しつつ、寄附金の受入れ・配分を行う。

① 寄附金受入れを促進するため、ホームページや出版物への掲載等により、産業界、個

人篤志家をはじめ社会に積極的に広報し、普及させる。

② 配分に当たっては、受入れ内容を十分考慮するとともに、透明性を確保しつつ、配分

を行う。

４ 高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究

国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するため、下記の調査及び研究を行う。

① 大学の財務及び経営に関する国内外の事例等を参考にしつつ、マネージメント・シス

、 、 、 。テムとその運用について 調査研究を進め 研究成果を公開し 関係者の参考に供する

特に、国際的な高等教育財政・財務に関する改革の動向を踏まえつつ、法人化前後に

おける各国立大学内部の資金配分方法の変動していく過程について、平成１８年度まで

に理論的・実証的に解明し、研究成果については、広く関係者の参考に供する。

、 、 、② 高等教育財政に関連する内外の諸問題について 調査研究を進め 研究成果を公開し

関係者の参考に供する。

③ 各国立大学法人の財務及び経営に関する関係資料の収集分析を通じて、国立大学法人

の財務・経営に関する比較分析を以下の計画により行い、関係者の参考に供する。

平成１６年度 予備的検討

平成１７年度から平成１９年度 資料収集及び分析

平成２０年度 報告書に取りまとめ、関係者の参考に供する。

④ ＯＥＣＤのＩＭＨＥ（高等教育機関マネージメント）事業に参加するとともに、内外

の関係機関等との交流協力を深める。

⑤ 調査研究の成果を公開し、関係者の参考に供するため、高等教育財政・財務研究会を

年５回程度、シンポジウムを年１回、講演会を年２回程度開催し、また、研究紀要を年

１回、研究報告などを随時刊行する。
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５ セミナー・研修事業の開催・実施

各国立大学法人等が法人化の趣旨に沿って、その機能を有効に発揮できるよう、管理者層

・幹部層の経営面に関する能力の向上が急務である。このため、社団法人国立大学協会と密

接に連携しつつ、受講対象者を企画段階から参画させた企画委員会を作り、意向を十分踏ま

えた上で、以下のセミナー・研修事業を計画的に開催、実施し、国立大学法人の役員、幹部

教職員等の経営面に関する能力と専門性の涵養、向上に寄与する。

なお、セミナー・研修事業の実施に際しては、毎年度平均で参加者の８割程度が満足する

よう努め、アンケートの結果は毎年度の事業の企画に反映させ、参加者のニーズに対応した

内容の充実を図る。

① 大学トップマネージメントセミナー

国立大学法人等の役員等が、国立大学法人等のマネージメントについて、的確な情報

と専門的助言を得ることを目的に、毎年１回程度実施する。

② 大学財務・経営セミナー

国立大学法人等の事務局長等幹部職員が、国立大学法人等の財務・経営についての的

確な情報と専門的助言を得つつ、国立大学法人等の経営能力を涵養することを目的に、

毎年１回程度実施する。

③ 大学職員スキルアップ研修

国立大学法人等の課長、係長等に対し、財務管理に関する専門的知識・技術の向上を

図ることを目的に、計画的、段階的に毎年１回程度実施する。

６ 国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための情報提供

① 財務・経営に関する調査研究で得られた成果を随時国立大学法人等に提供する。

② 国立大学法人等に対し、マネージメントの参考資料として、財務・経営に関する基本

的知識の解説、参考事例、基本資料等からなるガイドブックを平成１６年度の早期に作

成、配付し、随時その内容の更新・充実を図る。

③ マネージメントに関する情報の提供・交流のための説明会・シンポジウム・講演会な

どを毎年１回程度開催する。

７ 財務・経営の改善に関する協力・助言

① 国立大学法人等の財務・経営の改善について、各大学が抱える共通課題について、そ

、 、 、 、の処理実績を収集し 情報の提供を行うとともに 個別問題の解決のため 求めに応じ

経営コンサルタント等の民間実務者による経営相談など、協力や専門的・技術的助言を

行う。

② 国立大学法人等において不用となった教育研究用機器の有効活用を促進するための情

報提供システム「教育研究用機器リユース（再利用）情報提供システム」の管理運営を

行う。

また、システムの活用が図られるよう、利用促進のＰＲに努め、成功事例の紹介等を

積極的に行う。
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８ 大学共同利用施設の管理運営

大学等の教育、研究、社会貢献等に関する諸活動の利用に供するために大学共同利用施設

の管理運営を行う。

それぞれの施設の設置目的を考慮しつつ、全体として７割程度の稼働率の達成を目指し、

有効利用が図られるようにする。

また、利用者のうち、毎年度７割程度以上（任意抽出調査）の利用者が満足するよう、各

種サービスの質的向上に努める。

① 学術総合センター共用会議室の管理運営

学術・高等教育に関する会議・講演会・研修会等を開催する場としての「学術総合セ

ンター共用会議室」の管理運営を行う。

施設利用の促進を図るため、次のサービスの向上等を行う。

ア）会議室等に係る案内書を作成・配布

イ）ホームページを活用した会議室の利用に係る情報提供サービスを充実

ウ）施設利用に伴う会場設営等のサービスを、求めに応じて提供する。

エ）業務の外部委託の促進

② キャンパス・イノベーションセンターの管理運営

社会人を対象としたサテライトキャンパス、企業関係者等との連携・協力等を行うリ

エゾンオフィス等を有した地域社会への貢献や産学官連携・情報発信の拠点となる「キ

ャンパス・イノベーションセンター」の管理運営を行う。

また、施設利用の促進等を図るため、ホームページ等を活用しＰＲを行うとともに、

事務の効率化を図るため、その業務については積極的に外部委託を行う。

９ 国立大学法人財務・経営情報提供システムの構築

① 国立大学法人財務・経営情報システムを平成１８年度までに構築し、平成１９年度

から供用を開始する。

② 当該システムの構築に当たっては、委員会を開催する等国立大学法人関係者との連

携・協力を図りつつ行う。

１０ 旧特定学校財産の管理処分

国から承継した旧特定学校財産について、施設費交付事業等の財源に充てるため、次のと

おり対応し、その処分促進に努める。

なお、処分の予定時期等の計画については、年度計画において策定することとし、毎年度

その進捗状況を明確にする。

① 大阪大学医学部等跡地及び広島大学本部地区跡地

地元自治体との協議を進め、処分の促進に努める。なお、地元自治体による具体的な

処分が見込まれない場合は、速やかに一般競争により処分を行う。

② 東京大学生産技術研究所跡地

、 。文化庁に対し国立新美術館建設用地として貸付を継続しつつ 早期売却の実現を図る
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１１ 承継債務償還

国から承継する旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係国立大学法

人から納付される金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく国立学校

） 。特別会計の財政融資資金からの負債 の償還及び当該債務に係る利子の支払いを確実に行う

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

１ 期間全体に係る予算 別紙１のとおり

２ 期間全体に係る収支計画 別紙２のとおり

３ 期間全体に係る資金計画 別紙３のとおり

４ 自己収入の確保

① 大学共同利用施設について適正な利用料の徴収を行うとともに、利用率の向上に努め

る。

② 国立大学法人等からの委託事業について適正な委託料の徴収を行うとともに、受託事

業の増加に努める。

Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

１０１億円とする。

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れの遅延、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法人

の債務償還遅延（この場合の借換えは行わない ）等が生じた場合に対応するため。。

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保する計画

予定なし。

Ⅵ 剰余金の使途

１ 研修事業の充実

２ 調査研究の充実

３ 情報提供の充実
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Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

（１）方針

① 限られた人員での効率的・効果的な業務の遂行を実現するため、業務量の変動に応じ

た柔軟な組織体制を構築するとともに、人事交流により質の高い人材の確保を図り、職

員の計画的かつ適正な配置を行う。

② 専門的研修事業等の活用により、職員の専門性を高めるとともに、意識向上を図る。

（２）人員に係る指標

常勤職員数については、抑制を図る。

（参考１）

① 期初の常勤職員数 ２６人

② 期末の常勤職員数見込み ２６人

このほか、貸付事業に必要となる財源として、公募等による資金を調達する場合

には、その業務を適切に実施する必要があることから、人的充実を図る。

（参考２）

中期目標期間中の人件費総額

中期目標期間中の人件費総額見込み １，３６８百万円

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に

相当する範囲の費用である。

２ 中期目標の期間を超える債務負担

長期借入金 （単位：百万円）

区 分 H16 H17 H18 H19 H20

長期借入金

償 還 金 77,129 75,931 78,403 78,693 75,653

区 分 中期目標 次期以降 総 債 務

期間小計 償 還 額 償 還 額

長期借入金

償 還 金 385,810 680,726 1,066,537
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（別紙１）

平成１６年度～平成２０年度 予 算

（一般勘定） （単位：百万円）

収 入

運営費交付金 ２，７１０

産学協力事業収入 １，９５８

雑収入 １０

計 ４，６７８

支 出

業務経費 ３，５０８

センター事業費(退職手当を除く) １，５５０

うち 人件費(退職手当を除く) ８５４

物件費 ６９６

退職手当 ０

産学協力事業費 １，９５８

一般管理費 １，１７０

一般管理費(退職手当を除く) １，１４６

うち 人件費 退職手当を除く ５１４（ ）

物件費 ６３２

退職手当 ２４

計 ４，６７８

（施設整備勘定） （単位：百万円）

収 入

長期借入金等 ３０９，０００

財産処分収入納付金等 ９，３９５

承継債務負担金等収入 ５２５，７６５

不動産処分収入 ３，８０９

不動産貸付料収入 ３，０２４

計 ８５０，９９３

支 出

施設費貸付事業費 ３０９，０００

施設費交付事業費 １２，４１９

承継債務等償還金 ５２９，５７４

計 ８５０，９９３
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（総括表）

（単位：百万円）

収 入

運営費交付金 ２，７１０

産学協力事業収入 １，９５８

雑収入 １０

（施設整備勘定）

長期借入金等 ３０９，０００

財産処分収入納付金等 ９，３９５

承継債務負担金等収入 ５２５，７６５

不動産処分収入 ３，８０９

不動産貸付料収入 ３，０２４

計 ８５５，６７１

支 出

業務経費 ３，５０８

センター事業費(退職手当を除く) １，５５０

うち 人件費(退職手当を除く) ８５４

物件費 ６９６

退職手当 ０

産学協力事業費 １，９５８

一般管理費 １，１７０

一般管理費(退職手当を除く) １，１４６

うち 人件費(退職手当を除く) ５１４

物件費 ６３２

退職手当 ２４

（施設整備勘定）

施設費貸付事業費 ３０９，０００

施設費交付事業費 １２，４１９

承継債務等償還金 ５２９，５７４

計 ８５５，６７１

［人件費の見積もり］

期間総額 １，３６８百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当す

る範囲の費用である。

［運営費交付金の算定ルール］

毎事業年度に交付する運営費交付金（Ａ）については、以下の数式により決定する。

Ａ(y)＝｛(Ｃ(y)－Tc(y))×α1(係数)＋Tc(y)｝＋｛(Ｒ(y)＋Pr(y))×α2(係数)＋Tr(y)｝

＋ε(y)－Ｂ(y)

Ｒ(y)＝Ｒ(y-1)×β(係数)×γ(係数)

Ｃ(y)＝Pc(y-1)×σ(係数)＋Ｅ(y-1)×β(係数)＋Tc(y)
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Ｐ(y)＝Pr(y)＋Pc(y)＋Tr(y)＋Tc(y)

＝｛ Pr(y-1)×γ(係数)＋Pc(y-1)｝×σ(係数)＋Tr(y)＋Tc(y)（

各経費及び各係数値については、以下のとおり。

Ｂ(y)：当該事業年度における自己収入の見積り。各事業年度の予算編成過程において、当該

事業年度における具体の数値を決定。

Ｃ(y)：当該事業年度における一般管理費。

Ｅ(y)：当該事業年度における一般管理費中の物件費。Ｅ(y-1)は直前の事業年度におけるＥ

(y)。

Ｐ(y)：当該事業年度における人件費(退職手当を含む)。

Pr(y)：当該事業年度における事業経費中の人件費(退職手当を除く)。Ｐr(y-1)は直前の事業

年度におけるＰr(y)。

Pc(y)：当該事業年度における一般管理費中の人件費(退職手当を除く)。Ｐc(y-1)は直前の事

業年度におけるＰc(y)。

。 。Ｒ(y)：当該事業年度における事業経費中の物件費 Ｒ(y-1)は直前の事業年度におけるＲ(y)

Tr(y)：当該事業年度における事業経費中の退職手当。

Tc(y)：当該事業年度における一般管理費中の退職手当。

ε(y)：当該事業年度における特殊経費。重点施策の実施、事故の発生等の事由により当該年

度に限り時限的に発生する経費であって、運営費交付金算定ルールに影響を与えうる

規模の経費。これらについては、各事業年度の予算編成過程において具体的に決定。

α1：一般管理効率化係数。△３％とする。

α2：事業効率化係数。△１％とする。

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係

数値を決定。±０％。

γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数

値を決定。±０％。

σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該事業年

度における具体的な係数値を決定。±０％。
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（別紙２）

平成１６年度～平成２０年度 収支計画

（一般勘定） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 ４，９９８

センター事業費 １，５５０

産学協力事業費 １，９５８

一般管理費 １，１７０

減価償却費 ３２０

収益の部 ４，９９８

運営費交付金 ２，７１０

産学協力事業収益 １，９５８

雑益 １０

資産見返運営費交付金戻入 ０

資産見返物品受贈額戻入 ３２０

純利益 ０

総利益 ０

（施設整備勘定） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 １５０，６１６

施設費交付事業費 １２，４１９

支払利息 １３８，１９７

収益の部 １５０，６１６

不動産貸付料収益 ３，０２４

承継資産見返負債戻入 ９，４５４

受取利息 １３８，１３８

純利益 ０

総利益 ０
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（総括表） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 １５５，６１４

センター事業費 １，５５０

産学協力事業費 １，９５８

一般管理費 １，１７０

減価償却費 ３２０

（施設整備勘定）

施設費交付事業費 １２，４１９

支払利息 １３８，１９７

収益の部 １５５，６１４

運営費交付金 ２，７１０

産学協力事業収益 １，９５８

雑益 １０

資産見返運営費交付金戻入 ０

資産見返物品受贈額戻入 ３２０

（施設整備勘定）

不動産貸付料収益 ３，０２４

承継資産見返負債戻入 ９，４５４

受取利息 １３８，１３８

純利益 ０

総利益 ０
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（別紙３）

平成１６年度～平成２０年度 資金計画

（一般勘定） （単位：百万円）

資金支出 ４，６７９

業務活動による支出 ４，６７８

次期中期目標期間への繰越金 １

資金収入 ４，６７９

業務活動による収入 ４，６７８

運営費交付金による収入 ２，７１０

産学協力事業による収入 １，９５８

その他の収入 １０

前期中期目標期間よりの繰越金 １

（施設整備勘定） （単位：百万円）

資金支出 ８５０，９９３

業務活動による支出 ３２１，４１９

財務活動による支出 ５２９，５７４

資金収入 ８５０，９９３

業務活動による収入 ５４１，９９３

財産処分収入納付金等による収入 ９，３９５

不動産処分による収入 ３，８０９

不動産貸付による収入 ３，０２４

承継債務負担金等による収入 ５２５，７６５

財務活動による収入

長期借入金等による収入 ３０９，０００

- 155 -



（総括表） （単位：百万円）

資金支出 ８５５，６７２

業務活動による支出 ３２６，０９７

財務活動による支出 ５２９，５７４

次期中期目標期間への繰越金 １

資金収入 ８５５，６７２

業務活動による収入 ５４６，６７１

運営費交付金による収入 ２，７１０

産学協力事業による収入 １，９５８

財産処分収入納付金等による収入 ９，３９５

不動産処分による収入 ３，８０９

不動産貸付による収入 ３，０２４

その他の収入 １０

承継債務負担金等による収入 ５２５，７６５

財務活動による収入

長期借入金等による収入 ３０９，０００

前期中期目標期間よりの繰越金 １
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６．独立行政法人国立大学財務・経営センター年度計画（平成１７年度）

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十一条の規定により、独立行政法人国立

大学財務・経営センター（以下「センター」という ）の中期計画に基づき、平成十七年度の業。

務運営に関する計画（以下「年度計画」という ）を次のとおり定める。。

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 業務内容を精査し、必要に応じて組織の見直しを行う。

２ 業務内容の見直しを行い、アウトソーシング可能なものについては、外部委託を推進する

とともに、外部委託の契約内容も逐次見直し、より一層の効率化を図る。

３ 事務情報化を推進し、事務処理のより一層の効率化を図る。

、 、 。４ 運営費交付金を充当して行う業務については 既存事業の徹底した見直し 効率化を図る

このため、一般管理費（退職手当を除く ）に関し、計画的な削減に努め、３％以上の削減。

目標を達成するほか、その他の事業費（退職手当を除く ）について、１％以上の業務の効。

率化を図る。また、大学共同利用施設の管理運営費等についても業務の効率化を図る。

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ

き措置

１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言

① 財産管理に関する協力・助言

、 、国立大学法人等の適切な財産管理に資するため 各大学が抱える共通の課題について

その処理実績を収集し、情報の提供を行うとともに、個別問題の解決のため、求めに応

じ外部の専門家を活用した法律相談等を行い、適正に処理できるよう協力する。

、 、さらに 国立大学法人等関係者を対象とする研究協議会を２回程度開催する等により

協力・助言を行う。

② 財産処分に関する協力・助言

ア）国立大学法人等の処分可能財産の管理、処分について、求めに応じ民間の専門家等

からなる処分促進方策調査協力者会議を開催し、その結果を踏まえ専門的技術的助言

を行う。

イ）承継された旧特定学校財産の処分を通して蓄積したノウハウを活用し、国立大学法

人等からの委託を受けて財産処分関連業務を行う。
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２ 施設費貸付事業及び施設費交付事業

（１）施設費貸付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人に対し、大学附属病院

の施設整備等に必要な資金として貸付けを行う。

② 貸付けに当たっては、国立大学法人の財務状況等を十分勘案し、償還確実性の審査等

を行う。

、 。③ 貸付事業に必要となる財源として 長期借入れ及び債券発行により資金の調達を行う

④ 貸付事業に係る債権について、貸付先に払込通知書を発行するなど長期借入金債務等

の償還を確実に行う。

（２）施設費交付事業

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人等に対し、施設整備等

に必要な資金として交付を行う。

② 施設費交付事業の実施に当たっては 「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する、

法律」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図る。

３ 寄附金の受入れ及び配分

下記の事項に留意しつつ、寄附金の受入れ・配分を行う。

① 寄附金受入れを促進するため、ホームページやパンフレット等により、社会に積極的

に広報し、普及させる。

② 配分に当たっては、受入れ内容を十分考慮するとともに、透明性を確保しつつ、配分

を行う。

４ 高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究

国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するため、下記の調査及び研究を行う。

① 大学の財務及び経営に関する国内外の事例等を参考にしつつ、マネージメント・シス

、 、 、 。テムとその運用について 調査研究を進め 研究成果を公開し 関係者の参考に供する

特に、国際的な高等教育財政・財務に関する改革の動向を踏まえつつ、法人化前後に

おける各国立大学内部の資金配分方法の変動の過程について、調査及び研究を行う。平

成１６年３月に全国立大学学長と事務局長を対象として実施したアンケート調査データ

の分析を継続するとともに、法人化後の状況を明らかにするための質問紙調査及び訪問

調査を実施し分析を行う。なお、分析結果を中間報告書としてとりまとめ全国立大学に

送付し、法人化後の財務・経営に関する情報を提供する。

、 、 、② 高等教育財政に関連する内外の諸問題について 調査研究を進め 研究成果を公開し

関係者の参考に供する。本年度は、アメリカを含めた諸外国の大学財政について調査を

行い、大学の予算獲得及びその配分について日本との比較研究を進める。

③ 各国立大学法人の財務及び経営に関する関係資料を収集し、平成１６年度の予備的検

討を踏まえ、国立大学法人の財務・経営に関する現状分析を行う。

④ ＯＥＣＤのＩＭＨＥ（高等教育機関マネージメント）事業に参加するとともに、内外

の関係機関等との交流協力を深める。

⑤ 調査研究の成果を公開し、関係者の参考に供するため、高等教育財政・財務研究会を
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５回程度、シンポジウムを１回、講演会を２回程度開催し、また、研究紀要を１回、研

究報告などを随時刊行する。

５ セミナー・研修事業の開催・実施

社団法人国立大学協会と密接に連携しつつ、受講対象者を企画段階から参画させた企画委

員会を作り、意向を踏まえた上で、以下のセミナー・研修事業を計画的に開催、実施する。

なお、セミナー・研修事業の実施に際しては、アンケート調査を実施し、翌年度以降の事

業の企画に反映させ、参加者のニーズに対応した内容の充実を図る。

① 大学トップマネージメントセミナー

国立大学法人等の役員等が、国立大学法人等のマネージメントについて、的確な情報

と専門的助言を得ることを目的に、１回程度実施する。

② 大学財務・経営セミナー

国立大学法人等の事務局長等幹部職員が、国立大学法人等の財務・経営についての的

確な情報と専門的助言を得つつ、国立大学法人等の経営能力を涵養することを目的に、

１回程度実施する。

③ 国立大学病院経営セミナー

国立大学法人の学長、役員、病院長等が病院経営上の諸課題に対して対応できる経営

能力を涵養することを目的に、１回程度実施する。

④ 大学職員スキルアップ研修

国立大学法人等の課長、係長等に対し、財務管理に関する専門的知識・技術の向上を

図ることを目的に、計画的、段階的に１回程度実施する。

６ 国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための情報提供

① 財務・経営に関する調査研究で得られた成果を随時国立大学法人等に提供する。

② 国立大学法人等に対し、マネージメントの参考資料として作成・配布した、財務・経

営に関する基本的知識の解説、参考事例、基本資料等からなるガイドブックについて、

随時その内容の更新・充実を図る。

③ 国立大学法人の決算に基づいた財務諸表等の集計・分析を行い、その結果を国立大学

法人に提供する。

④ マネージメントに関する情報の提供・交流のための説明会・シンポジウム・講演会な

どを１回程度開催する。

７ 財務・経営の改善に関する協力・助言

① 国立大学法人等の財務・経営の改善について、各大学が抱える共通課題について、そ

、 、 、 、の処理実績を収集し 情報の提供を行うとともに 個別問題の解決のため 求めに応じ

経営コンサルタント等の民間実務者による経営相談など、協力や専門的・技術的助言を

行う。

② 国立大学法人等において不用となった教育研究用機器の有効活用を促進するための情

報提供システム「教育研究用機器リユース（再利用）情報提供システム」の管理運営を

行う。

なお、システムの有効利用が図られるよう、システムの改善のための検討を進める。
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８ 大学共同利用施設の管理運営

大学等の教育、研究、社会貢献等に関する諸活動の利用に供するために大学共同利用施設

の管理運営を行う。

それぞれの施設の設置目的を考慮しつつ、有効利用が図られるようにする。また、利用者

のうち、７割程度以上（任意抽出調査）の利用者が満足するよう、各種サービスの質的向上

に努める。

① 学術総合センター共用会議室の管理運営

学術・高等教育に関する会議・講演会・研修会等を開催する場としての「学術総合セ

ンター共用会議室」の管理運営を行う。

施設利用の促進を図るため、次のサービスの向上等を行う。

ア）会議室等に係る案内書を作成・配布

イ）ホームページを活用した会議室の利用に係る情報提供サービスを充実

ウ）施設利用に伴う会場設営等のサービスを、求めに応じて提供する。

エ）業務の外部委託の促進

② キャンパス・イノベーションセンターの管理運営

社会人を対象としたサテライトキャンパス、企業関係者等との連携・協力等を行うリ

エゾンオフィス等を有した地域社会への貢献や産学官連携・情報発信の拠点となる「キ

ャンパス・イノベーションセンター」の管理運営を行う。

また、施設利用の促進等を図るため、ホームページ等を活用しＰＲを行うとともに、

事務の効率化を図るため、その業務については積極的に外部委託を行う。

９ 国立大学法人財務・経営情報提供システムの構築

① 国立大学法人財務・経営情報提供システムを、平成１８年度に構築するための基本設計

を行う。

② 当該システムの構築に当たっては、国立大学法人財務・経営データベース検討委員会に

おいて検討する等国立大学法人関係者との連携・協力を図りつつ行う。

１０ 旧特定学校財産の管理処分

国から承継した旧特定学校財産について、施設費交付事業等の財源に充てるため、次のと

おり対応し、その処分促進に努める。

① 大阪大学医学部等跡地及び広島大学本部地区跡地

地元自治体との協議を進め、処分の促進に努める。なお、地元自治体による具体的な

処分が見込まれない場合は、速やかに一般競争により処分を行う。

② 東京大学生産技術研究所跡地

文化庁に対し国立新美術館建設用地として貸付を継続する。

１１ 承継債務償還

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係する４３国

立大学法人から納付される金銭を確実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく

国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）７５９億円の償還及び当該債務に係る２８０

億円の利子の支払いを確実に行う。
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Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）

１ 平成１７年度に係る予算 別紙１のとおり

２ 平成１７年度に係る収支計画 別紙２のとおり

３ 平成１７年度に係る資金計画 別紙３のとおり

４ 自己収入の確保

① 大学共同利用施設について適正な利用料の徴収を行うとともに、利用率の向上に努め

る。

② 国立大学法人等からの委託事業について適正な委託料の徴収を行うとともに、受託事

業の増加に努める。

Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

１０１億円とする。

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れの遅延、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法人

の債務償還遅延（この場合の借換えは行わない ）等が生じた場合に対応するため。。

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保する計画

予定なし。

Ⅵ 剰余金の使途

１ 研修事業の充実

２ 調査研究の充実

３ 情報提供の充実

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

（１）方針

① 限られた人員での効率的・効果的な業務の遂行を実現するため、業務量の変動に応じ

た柔軟な組織体制を構築するとともに、人事交流により質の高い人材の確保を図り、職

員の計画的かつ適正な配置を行う。
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② 専門的研修事業等の活用により、職員の専門性を高めるとともに、意識向上を図る。

（２）人員に係る指標

常勤職員数については、抑制を図る。

（参考１）

平成１７年度の常勤職員数 ２６人

（参考２）

平成１７年度の人件費総額見込み ２８５百万円
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（別紙１）

平成１７年度 予 算

（一般勘定） （単位：百万円）

収 入

運営費交付金 ５９１

産学協力事業収入 ３９２

雑収入 ２

計 ９８５

支 出

業務経費 ７４８

センター事業費（退職手当を除く） ３５０

うち 人件費（退職手当を除く） １７８

物件費 １７２

退職手当 ６

産学協力事業費 ３９２

一般管理費 ２３７

一般管理費（退職手当を除く） ２３７

うち 人件費（退職手当を除く） １０７

物件費 １３０

退職手当 ０

計 ９８５

（施設整備勘定） （単位：百万円）

収 入

長期借入金等 ７２，４４３

承継債務負担金等収入 １０５，４２２

財産処分収入 ３，５７７

財産貸付料収入 ７４０

国立大学財務・経営センター法第１５ １１，８３７

条積立金取崩額

計 １９４，０１９

支 出

施設費貸付事業費 ７２，４４３

施設費交付事業費 １２，４４８

承継債務等償還金 １０５，３９７

その他の業務費 １５４

国立大学財務・経営センター法第１５ ３，５７７

条積立金

計 １９４，０１９

※施設整備勘定長期借入金等のうち、平成17年度当初予算額は65,500百万円であり、財

政融資資金長期資金貸付等期限延長による額は6,943百万円である。

※施設整備勘定国立大学財務経営センター法第15条積立金取崩額のうち、平成17年度当
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初予算額は9,989百万円であり、前年度からの繰越による取崩額は1,848 百万円であ

る。

、 、※施設整備勘定施設費貸付事業費のうち 平成17年度当初予算額は65,500百万円であり

財政融資資金長期資金貸付等期限延長による額は6,943百万円である。

、 、※施設整備勘定施設費交付事業費のうち 平成17年度当初予算額は10,600百万円であり

前年度からの繰越額は1,848百万円である。

（総括表） （単位：百万円）

収 入

運営費交付金 ５９１

産学協力事業収入 ３９２

雑収入 ２

（施設整備勘定）

長期借入金等 ７２，４４３

承継債務負担金等収入 １０５，４２２

財産処分収入 ３，５７７

財産貸付料収入 ７４０

国立大学財務・経営センター法第１５ １１，８３７

条積立金取崩額

計 １９５，００４

支 出

業務経費 ７４８

センター事業費（退職手当を除く） ３５０

うち 人件費（退職手当を除く） １７８

物件費 １７２

退職手当 ６

産学協力事業費 ３９２

一般管理費 ２３７

一般管理費（退職手当を除く） ２３７

うち 人件費（退職手当を除く） １０７

物件費 １３０

退職手当 ０

（施設整備勘定）

施設費貸付事業費 ７２，４４３

施設費交付事業費 １２，４４８

承継債務等償還金 １０５，３９７

その他の業務費 １５４

国立大学財務・経営センター法第１５ ３，５７７

条積立金

計 １９５，００４
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（別紙２）

平成１７年度 収支計画

（一般勘定） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 １，０４９

センター事業費 ３５６

産学協力事業費 ３９２

一般管理費 ２３７

減価償却費 ６４

収益の部 １，０４９

運営費交付金 ５９１

産学協力事業収益 ３９２

雑益 ２

資産見返運営費交付金戻入 ０

資産見返物品受贈額戻入 ６４

純利益 ０

総利益 ０

（施設整備勘定） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 ４２，０６６

施設費交付事業費 １２，４４８

支払利息 ２９，４６４

その他の業務費 １５４

収益の部 ４２，０６６

財産貸付料収益 ７４０

国立大学財務・経営センター法第１５ １１，８３７

条積立金取崩額

受取利息 ２９，４８９

純利益 ０

総利益 ０
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（総括表） （単位：百万円）

費用の部

経常費用 ４３，１１５

センター事業費 ３５６

産学協力事業費 ３９２

一般管理費 ２３７

減価償却費 ６４

（施設整備勘定）

施設費交付事業費 １２，４４８

支払利息 ２９，４６４

その他の業務費 １５４

収益の部 ４３，１１５

運営費交付金 ５９１

産学協力事業収益 ３９２

雑益 ２

資産見返運営費交付金戻入 ０

資産見返物品受贈額戻入 ６４

（施設整備勘定）

不動産貸付料収益 ７４０

国立大学財務・経営センター法第１５ １１，８３７

条積立金取崩額

受取利息 ２９，４８９

純利益 ０

総利益 ０
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（別紙３）

平成１７年度 資金計画

（一般勘定） （単位：百万円）

資金支出 ９８６

業務活動による支出 ９８５

次年度への繰越金 １

資金収入 ９８６

業務活動による収入 ９８５

運営費交付金による収入 ５９１

産学協力事業費による収入 ３９２

その他の収入 ２

前年度よりの繰越金 １

（施設整備勘定） （単位：百万円）

資金支出 １９０，４４２

業務活動による支出 １１４，５０９

財務活動による支出 ７５，９３３

資金収入 １８２，１８３

業務活動による収入 １０９，７４０

承継債務負担金等の回収による収入 １０５，４１９

財産の売払いによる収入 ３，５７７

財産の貸付による収入 ７４０

運用利息受取額 ４

財務活動による収入 ７２，４４３
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（総括表） （単位：百万円）

資金支出 １９１，４２８

業務活動による支出 １１５，４９４

財務活動による支出 ７５，９３３

次年度への繰越金 １

資金収入 １８３，１６９

業務活動による収入 １１０，７２５

運営費交付金による収入 ５９１

産学協力事業による収入 ３９２

その他の収入 ２

承継債務負担金等の回収による収入 １０５，４１９

財産の売払による収入 ３，５７７

財産の貸付による収入 ７４０

運用利息受取額 ４

財務活動による収入 ７２，４４３

前年度よりの繰越金 １
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